
令和７年における業種別では「第３次産業」が多い割合（全産業の41.7％）を占め

ており、次いで「林業」、「製造業」、「建設業」の順で多くなっている。また、事故の型

別では「転倒」が最多で、次いで「墜落・転落」、「切れ・こすれ」となっており、起因物

別では「仮設物、建築物、構築物等」が最多となっている。

ポイント

※ 死傷者数は労働者死傷病報告（休業４日以上）による数で死亡者数を含む。

 須崎労働基準監督署管内における
休業４日以上の労働災害発生状況等

■業種別死傷者数の推移

■業種別死亡者数の推移

27年 28年 29年 30年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年

全産業 153 167 154 136 150 181 147 284 171 142 146

製造業 39 39 43 30 30 42 37 48 33 37 22

建設業 37 34 44 33 36 44 33 30 26 23 20

林業 18 22 11 10 17 21 22 28 14 21 27

運輸業 9 13 11 10 11 10 5 14 12 10 14

第3次産業 46 52 36 48 45 57 40 152 79 37 61

その他 4 7 9 5 11 7 10 12 7 14 2
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その他 0 0 0 0 2 1 1 0 0 0 0

第3次産業 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

運輸業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

林業 0 0 1 0 0 1 0 1 0 0 0

建設業 0 1 0 1 2 0 1 0 0 0 0

製造業 1 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0
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※ 死傷者数は労働者死傷病報告（休業４日以上）による数で死亡者数を含む。

■事故の型別（起因物）労働災害発生状況（令和７年） （新型コロナウイルスによる労働災害除く）

■年齢別（事故の型別）労働災害発生状況（令和７年） （新型コロナウイルスによる労働災害除く）

■業種別労働災害発生状況（令和７年）（新型コロナウイルスによる労働災害除く）
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